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はじめに

　学説上、寄港国が沿岸国としての側面を有

することは広く認められてきた１。港はもっ

ぱら内水に設けられ２、内水沿岸国は自国の

港に対して領域主権を有する３。このため、

寄港国が自国の港内に入港している外国船舶

に対して管轄権を行使するとき、外見上では

まさに内水沿岸国として行動しているように

みえる。しかしながら、後述するように、寄

港国管轄権は沿岸国管轄権の及ぶ領域の外

（域外）での外国船舶の行為を適用対象とす

る場合がある４。域外における外国船舶の行

為は必ずしも沿岸国の域内に直接影響を及ぼ

すわけではないため、寄港国管轄権という概

念に対し、沿岸国管轄権の概念をそのまま当

てはめることはできず、寄港国管轄権の理論

的説明をめぐって学説上にしばしば混乱が生

じている。

　寄港国管轄権がいかなる法概念であるのか

を明らかにするためには、沿岸国管轄権との

定義上の区別を明確にするだけでなく、船舶

に対して及ぶ旗国管轄権との関係についても

検討する必要がある。というのも、寄港国管

轄権をめぐり、実行上および理論上でしばし

ば議論されてきたのは、ある国が沿岸国では

なく寄港国として行動するとき、港内にある

外国船舶に対していかなる強制措置を一方的

に、つまり旗国の同意なしにとることができ

るのかという問題であった。特に、港内で乗

船検査を行う寄港国の権利に関しては５、か

つて旗国による同意の必要性をめぐり見解の

対立が生じたのみならず、近年、漁業分野に
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おける実行を通じて新たな展開を迎えている

点に特徴がみられる。

　したがって本稿では、寄港国、沿岸国およ

び旗国という 3 者の関係に着目しつつ、乗船

検査を行う寄港国の権利が今日いかなる発展

を遂げているのかを明らかにすることを試み

たい。そのために、まず第 1 章では、外国船

舶による行為の継続性という観点から、寄港

国管轄権と沿岸国管轄権の区別を明確にす

る。その上で、寄港国管轄権が独自に有する

論点として、外国船舶の域外での非継続的行

為に対して管轄権を一方的に適用するとき、

強制措置の態様によっては旗国による同意の

有無が問題視されることを指摘し、特に寄港

国による乗船検査をめぐる議論のあることを

示す。次に、第 2 章において、乗船検査の制

度が分野別に発展してきたことに着目し、そ

れぞれの史的展開について整理を行う。ここ

では、第 1 に船舶の構造や設計、設備、配乗

に関するいわゆる CDEM 基準（construction, 

design, equipment, manning）、 第 2 に 船 舶

からの排出、第 3 に漁業をそれぞれ検討対象

として取り上げる。中でも漁業分野では、特

に 1995 年の国連公海漁業実施協定（FSA）

の起草過程において、乗船検査を一方的に行

う寄港国の権利をめぐり、関係国の見解が対

立した６。そこで、第 3 章においては、漁業

分野における近年の展開を分析し、漁業分野

においてさえ、今日では旗国による同意の有

無にかかわらず、寄港国が乗船検査を実施す

る傾向のあることを示す。

Ⅰ　寄港国管轄権の定義

１．沿岸国管轄権との区別

　寄港国管轄権の定義を明らかにするにあた

り、あらかじめ沿岸国管轄権について整理し

ておく。まず、慣習国際法上、沿岸国は内水

に対する主権に基づき、自国の港に対するア

クセスを規制することができる７。具体的に

は、外国船舶が任意に入港するかぎりにおい

て８、入港のための条件（入港条件）を設定

し、その条件を満たさない船舶の入港を拒否

したり９、あるいは港内で強制措置をとった

りすることが沿岸国には認められる 10。ただ

し外国人が領域国に入国する場合とは異な

り、外国船舶が沿岸国に入港する場合には、

沿岸国の管轄権行使において、船舶側の有す

る航行の利益が重要な要素となることに留意

する必要がある。つまり、外国船舶は一時的

にしか港内に滞在せず、沿岸国側に与える影

響は限られると考えられる上に 11、沿岸国に

より乗船検査や抑留等が行われた結果、航行

に遅れが生じたならば、当該船舶は重大な損

害を被りうる 12。それゆえ、沿岸国が管轄権

を行使するのは、慣行上、主に外国船舶の違

反が港の静穏や秩序に影響を及ぼす場合であ

るとされている 13。言い換えれば、それに当

てはまらないような外国船舶の行為であれ

ば、たとえ沿岸国による管轄権行使が国際法

上認められているとしても 14、通常、船舶の

内部事項として旗国の管轄に委ねられ、沿岸

国は管轄権を行使しないと考えられてきたの

である 15。実際に、外国船舶の入港前の行為

に関しては、沿岸国は一般的に管轄権を適用
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してこなかったといわれている 16。このため、

港内の外国船舶に対して沿岸国と旗国のいず

れがどのように管轄権を行使するかに関して

は、沿岸国の主権と船舶側の航行の利益を中

心に、慣行によって形成されてきたと指摘さ

れる 17。

　上記のように整理したうえで沿岸国管轄権

の法的性格をみると、その射程は自国の域内

であるとされている 18。ここで、管轄権の適

用対象となる「域外での外国船舶の行為」の

性質に着目すると、沿岸国管轄権、そして寄

港国管轄権の定義がより明確になるように思

われる。その軸となるのは行為の継続性であ

り、域外での外国船舶による行為が沿岸国の

域内でも継続するかどうかによって大きく 2

通りに分類できる 19。

　⑴　継続的行為に対する適用

　まず、域内でも継続する行為としては、船

舶の構造、設計、設備、および船員の配乗と

いった CDEM 基準に関わる事項が挙げられ

る。これらをまとめて「船舶そのものに関わ

る事実」と表現されることからも窺われる

ように 20、厳密には船舶の行為というより、

むしろ状態に近い性格を有しているといえ

る。そして、港内にある外国船舶のこのよう

な行為ないし状態に対して管轄権を適用する

場合、その管轄権は、適用対象である行為な

いし状態が港内でも継続しているがゆえに、

領域主権に基づく沿岸国管轄権として定義

されうる 21。したがって、自らの領域性に依

拠しているという意味において、このときの

寄港国管轄権は沿岸国管轄権と同じ法的性質

を有しているといえる。それゆえ、次に検討

する非継続的行為の場合とは異なり、寄港国

のとりうる強制措置の態様に関する問題は基

本的に発生しないと考えられる 22。

　なお、港の静穏や秩序を直ちに害しないと

いう観点から、上記の事項は沿岸国が管轄権

行使を差し控えてきた船舶の内部事項として

整理されうる 23。他方で、今日では国際海事

機関（IMO）および国際労働機関（ILO）の

定めた国際基準を満たさない船舶に対し、条

約の締約国が規制を行い、船舶航行の安全確

保や海洋環境の保護、あるいは船員の労働条

件の改善をはかるというアプローチがとられ

ている。このようなアプローチは「公海条約

第 5 条あるいは国連海洋法条約第 94 条でい

う旗国の自国に対する行政上、技術上および

社会上の事項についての有効な管轄権・規制

の行使を、条約によって締約国に厳格に義務

づけることによって、実現・強化しようとす

るもの」と評価される 24。つまり、寄港国が

上記の規制を行う場合には、沿岸国として本

来有している権限を抑制することなく行使し

ているといえよう 25 26。

　⑵　非継続的行為に対する適用

　域内において継続しない行為としては、船

舶からの排出や漁業がある。たとえば、前者

について薬師寺は、「従来の学説では外国船

舶が自国領域内に入る前に行った排出等の汚

染行為や出航後の汚染行為にまで入港国の管

轄権を行使することはできない、というのが
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通説的見解であった」と指摘する 27。漁業も

また、航行中にのみ発生しうる行為として、

排出と同様に継続的行為とは区別される 28。

したがって、外国船舶が当該行為を行ったの

が沿岸国の域外である場合には、たとえ当

該船舶が自国の港に後から寄港したとして

も、沿岸国は原則として管轄権を行使できな

いと解される 29。このため、寄港国管轄権は

沿岸国の域外で発生した外国船舶の行為を適

用対象にしているという点で、沿岸国管轄権

とは区別される。特に、Hakapää は寄港国

管轄権の基本的な考え方とは「物理的には寄

港国に影響しない違反に対する執行権限の行

使」であると強調する 30。Molenaar もまた、

Hakapää の見解を引用しつつ、寄港国管轄

権とは原則として沿岸国の海域を超えて行

われる違反に対し行使されるものであると

する 31。このように、外国船舶による域外で

の非継続的行為が管轄権の適用対象となる場

合には、寄港国管轄権は沿岸国管轄権とは厳

格に区別して定義される。

　⑶　寄港国管轄権の特徴

　以上について整理すると、まず寄港国管轄

権は、域外での外国船舶の非継続的行為に対

する行使が認められるという特徴を有してお

り、この点において沿岸国管轄権とは異なる

ものとして定義されうる 32。ここで、沿岸国

は自国港内の外国船舶に対して司法管轄権を

も行使できると考えられているのに対し、寄

港国の場合には、当該行為について強制管轄

権を行使するとき、その強制措置の態様に

よっては自身の領域性に依拠できないと専ら

説明される 33。すなわち、多数説によれば、

仮に寄港国が域外での外国船舶の非継続的行

為に対し、強制措置として刑事手続を行おう

とする場合、外国船舶の当該行為と寄港国管

轄権との間には、管轄権を基礎づけるため

の法的根拠（jurisdictional link）が必要にな

る 34。

　なお、寄港国がいかなる強制措置をとりう

るかという問題は、寄港国が外国船舶に対

してどのような入港条件を定められるかと

いう、入港条件の設定範囲の問題に帰結す

る 35。つまり、多数説に従えば、域外での外

国船舶の非継続的行為について寄港国が管轄

権を行使する場合には、特別の法的根拠なく、

自らの領域性に基づき、入港条件として当然

に設定できる強制措置の態様が限定されうる

ということになる。

　以下、本稿においては多数説の理解に基づ

き検討を進めていくが、検討の軸として同説

を採用する妥当性については、次のように説

明できる。まず前提として、寄港国が実行に

おいて逮捕や刑事訴追といった厳格な強制措

置をとらないのは、あくまでも政策的な考慮

にすぎないという可能性を否定することはで

きない 36。例えば、Marten は米国や EU に

よる最近の実行を取り上げて、将来的には、

寄港国管轄権はそれほど限定されるものでは

ないとする見方が浸透していくであろうと予

想する 37。そして、国連海洋法条約（UNCLOS）

第 218 条および第 25 条はいずれ、寄港国が

どのような措置をとりうるかを確認するため
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の規定として非制限的に解釈されるようにな

ると主張する 38 39。

　しかしながら、将来的な展開はさておき、

少なくとも刑事手続に関しては、寄港国は外

国船舶の域外での非継続行為に対して当然に

強制措置をとることはできないということが

長年認識されてきたのは確かであるといえ

る 40。このことを裏付けるのは、まず排出規

制の分野において寄港国による刑事手続が導

入されるに至るまでの船舶汚染防止国際条約

（MARPOL 条約）および UNCLOS の起草過

程 41、次に刑事手続の導入が否定されたのみ

ならず、執行管轄権に基づく抑留までもが

最終的に草案から削除された FSA の起草過

程 42、そして刑事手続について再び議論され

ながらも漁業分野への導入には至らなかった

IUU 漁業寄港国措置協定（PSMA）の起草

過程である 43。

　沿岸国と旗国の関係であれば、港内の外国

船舶は沿岸国の主権に服すると同時に旗国の

管轄権にも服し、さらに判例上、司法管轄権

に関しては沿岸国の裁判権が優先される 44。

しかしながら、上記の経緯において、寄港国

の刑事手続について明文で規定するに至った

のは UNCLOS 第 218 条 1 項だけであり、ま

た同条はしばしば「真に革新的な」規定と評

価される 45。加えて、第 228 条 1 項は、寄港

国が刑事手続を開始した日から 6 ヶ月以内に

旗国が同一の罪について処罰手続をとる場合

には、寄港国は原則として手続を停止しなけ

ればならない旨を定めている。上述のとおり、

港内の外国船舶について沿岸国は基本的に司

法管轄権を有し、そのうえ旗国に優先してそ

れを行使できると考えられていることに照ら

すと、非継続的行為である排出に対する寄港

国管轄権に関しては、旗国との関係につき、

沿岸国管轄権の場合とは異なる考え方が採用

されているといえよう。

　また、第 218 条 2 項は他国の管轄権の及ぶ

海域における外国船舶からの排出違反につ

き、寄港国が手続を開始することを原則とし

て禁じている。仮に排出違反の生じた場所に

関わりなく、船舶が港内にあるという事実だ

けに基づき、寄港国が刑事手続をとることま

で入港条件として設定できるのであれば、第

218 条 2 項は本来認められている管轄権行使

をあえて禁止する規定ということになる。条

文の解釈としてはむしろ、UNCLOS はその

ような寄港国管轄権の行使をそもそも認めて

いないと捉えるのが妥当であろう 46。なお、

学説上、第 218 条の慣習法性は否定的にみら

れている 47。このため、寄港国のとりうる強

制措置の態様について限定的に解する必要は

ないとする見解を直ちに肯定することはでき

ない。したがって、本稿では多数説の立場を

とりつつ、以下、強制措置の態様について検

討を行っていくことにする。

２．乗船検査をめぐる議論

　寄港国のとりうる強制措置の態様は表のよ

うに整理される。このうち、⒜陸揚げや転載

の禁止、⒝港内サービス利用の禁止、⒞入港

拒否に関しては、たとえ域外での外国船舶の

非継続的行為を対象にしていたとしても、寄



表 : 寄港国による強制措置の態様

管轄権の種類 強制措置

執行管轄権

⒜ 陸揚げや転載の禁止

⒝ 港内サービス利用の禁止

⒞ 入港拒否

⒟ 乗船検査

⒠ 抑留

⒡ 金銭罰

⒢ 船舶・貨物の没収

司法管轄権 ⒣ 刑事手続の開始
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港国による一方的な管轄権行使は正当化され

うる。なぜなら、慣習国際法上、外国船舶は

入港の権利を有さず 48、かつこれらの措置の

原則的な目的は、そのような権利を有しない

外国船舶に対し、入港によって得られる利益

を与えないでおくことにあるため、少なくと

も海洋法上では寄港国の管轄権行使は問題と

ならないのである 49。しかしながら、⒟乗船

検査およびそれ以上の強制措置については、

寄港国が一方的に管轄権を行使できるのかど

うかにつき、多数説の中でも見解が一致して

いない。特に乗船検査に関しては、1990 年

代には一部の論者から旗国の同意を要する措

置として考えられていた一方で、近年の研究

においては位置づけの曖昧なまま据え置かれ

ている感がある。しかし、乗船検査は文字ど

おり寄港国の検査官が実際に外国船舶に乗船

して実施するものであるため、入港拒否や陸

揚げ等の禁止とは異なり、外国船舶が入港の

権利を有しないという理由から直ちに正当性

を導き出すことはできない 50。また、検査さ

れているあいだ船舶は港内に留まらざるを得

ないことから、船舶側の航行の利益に少なか

らず影響が及びうるという点でも、⒜から⒞

の措置とは一線を画しているといえる 51。

　学説における乗船検査の位置づけをみる

と、Molenaar は⒠抑留や⒡金銭罰、⒢船舶・

貨物の没収といった措置を⒜から⒞の措置か

ら切り離し、⒠、⒡および⒢は「より懲罰的

な（punitive）要素」を有していると性格づ

ける 52。ところが、それらの間に位置する乗

船検査に関しては、強制措置の態様の 1 つと

して挙げているにもかかわらず、何ら説明を

行っていない 53。しかしながら、特に漁業の

ような非継続的行為に関する先行研究におい

ては、寄港国が主権に基づき、旗国の同意な

く乗船検査を行うことができるかどうかにつ

いて、しばしば懐疑的な見方がとられていた。

たとえば公海漁業規制の文脈において、高林

は寄港国の乗船検査権限を定める FSA 第 23

条 2 項について取り上げる中で、同項を非締

約国の船舶にまで適用することに疑問を付し

ている 54。林はより踏み込んで、第 23 条は

FSA 締約国のみを拘束する規定であり、慣

習国際法を反映したものではないと主張す

る 55。実際、FSA 第 23 条の採択時には、乗

船検査を行う寄港国の権利は一般国際法上に

は存在せず、検査の実施には旗国の同意を要

するとみる国もあった 56。そして、漁業分野

においては上記のような主張が理論上でも実

行上でも散見されるのに対し、船舶からの排

出など他の事項に関する分野では、乗船検査

の実施についてそれほど大きな見解の対立は

みられない。そこで、次章では寄港国の乗船



 寄港国による乗船検査の現代的展開 　 漁業分野における近年の実行を題材に 　 97

検査をめぐる史的展開につき、事項別に整理

することによって、寄港国と旗国の関係がそ

れぞれの分野でどのように捉えられてきたの

かを検討する。その上で近年の新たな局面を

みることにより、今日において乗船検査が寄

港国の一方的な強制措置としていかなる位置

づけを与えられているのかを明らかにしてい

く。

Ⅱ　事項別の史的展開

１．船舶の構造・設計・設備・配乗

　前述のとおり、CDEM 基準に関わる事項

は寄港国の域内でも状態の継続する継続的行

為にあたるため、理論上、当該行為について

寄港国は自らの領域性に基づき管轄権を行使

できるといえる 57。ただし、歴史的にみると、

上記の事項について乗船検査を行う権利が寄

港国にあるのかどうか、まったく議論されて

こなかったわけではない。その例としては、

1954 年に採択され、1962 年に改正された海

水油濁防止条約（OILPOL 条約）第 9 条 5 項

の解釈の問題が挙げられる 58。まず前提とし

て、OILPOL 条約は条約違反に対する取締

りについて旗国主義を採用している（第 6 条

1 項）59。そして、締約国は自国の船舶に油記

録簿を備え付けることが義務づけられる（第

9 条 1 項）。さらに、「締約国政府のいずれか

の領域の権限のある当局は、この条約が適用

されるいずれかの船舶が当該領域内の港にあ

る間は、その船舶に乗船して、この条の規定

により船舶内に備えることを要求される油記

録簿を検査することができ」る（第 9 条 5 項）。

すなわち、第 9 条 5 項は油記録簿の備付けに

つき、港内の船舶に対して乗船検査を行う寄

港国の権限を認めるものである 60。

　瀬田によれば、「条約締結時にこの権限が

慣習法上の属地主義に基づくものとみなされ

ていたのか、あるいは、条約上特別に許容さ

れる域外適用として規定されたのかについて

は明らかでな」く、学説上の見解も一致して

いない 61。また、興味深いことに、IMO の

海洋環境保護委員会（MEPC）第 14 回会合

において、沿岸国ないし寄港国が OILPOL

条約に対する船舶の違反について旗国に報告

するための「違反の証拠に関するガイドライ

ン」が提案された際、旧ソ連は、たとえ船舶

が港内にあったとしても、具体的な条約に

よって規定されていないかぎり、公海上での

違反について、いかなる国も船舶に乗船して

措置を講じることはできないと主張したとい

われている 62。旧ソ連はさらに、油記録簿に

関する乗船検査のみが OILPOL 条約第 9 条 5

項により認められているのであって、その他

の検査はいずれも船長の同意に基づき純粋な

任意で行われると述べたという 63。

　とはいえ、旧ソ連の示したような解釈は一

般的に受け入れられているとは言いがたい。

1973 年の MARPOL 条約は OILPOL 条約を

引き継ぐ形で採択され、1978 年の議定書と

ともに単一の文書として 1983 年に発効した

（MARPOL73/78）。 そ の MARPOL73/78 を

みると、まず附属書 I 規則 20⑹において、

油記録簿に関する乗船検査を行う寄港国の権

限が OILPOL 条約と同様に認められている。
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それだけでなく、MARPOL 条約の第 5 条 2

項は、旗国の発効する国際油汚染防止証書を

船舶が備え付けているかどうかについても寄

港国が検査できると規定する 64。さらに同条

4 項はいわゆる NMFT（no more favorable 

treatment）条項であり、非締約国の船舶が

いっそう有利な取扱いを受けることのないよ

う、必要な場合には条約上の規定を準用す

ることを定める。それゆえ、MARPOL73/78

のもと、寄港国は非締約国の船舶に対しても

乗船検査を行うことができると解される 65。

そして、このような寄港国管轄権の行使を正

当化する根拠としては、寄港国管轄権の適用

対象が外国船舶の継続的行為であることが挙

げられるのである 66。したがって、寄港国が

CDEM 基準にかかる事項について乗船検査

を行う場合、その一方的な管轄権行使を疑問

視する見解も過去には存在したものの、港内

でも違反状態が継続するという点に鑑み、た

とえ旗国の同意がなくとも寄港国は乗船検査

を実施できると考えられてきたといえる。

２．船舶からの排出

　前述のとおり、船舶からの排出は非継続的

行為に該当する。排出に対する寄港国の乗

船検査権限について初めて明文で規定した

のは、1973 年のロンドン会議で採択された

MARPOL 条約であった 67。まず第 6 条 2 項

は、「締約国により任命され又は締約国から

権限を与えられた職員は、この条約が適用さ

れる船舶について、規則に違反する有害物質

の排出があったかなかったかを確認するた

め、当該締約国の港又は沖合の係留施設にお

いて検査を行うことができる」と定める。ま

た、同条 5 項によれば、寄港国は「他の締約

国からこの条約が適用される船舶について当

該船舶が有害物質又は有害物質を含有する混

合物を排出したという十分な証拠を付して調

査を要請された場合」にも、港内にある当該

船舶について検査を行うことができる。この

ように、第 6 条では寄港国が自発的に検査を

行う場合（2 項）と他の締約国の要請に基づ

く場合（5 項）がそれぞれ想定されているも

のの、排出違反の生じた場所が限定されてい

ないのは共通しており、この点において後に

みる UNCLOS 第 218 条とは構造が異なって

いる。いずれにせよ、排出違反の場所につい

て地理的な限定がないことから、第 6 条にお

ける寄港国の乗船検査では、寄港国の域外で

の外国船舶の排出も対象に含まれると解され

る 68。

　ただし、MARPOL 条約に関しては、寄港

国の司法管轄権を認めるかどうかが起草過程

における主な争点であったということに留意

する必要がある 69。結局、MARPOL 条約上

では処罰手続をとることができるのは旗国の

みに限定され（第 6 条 4 項）、寄港国に認め

られたのは乗船検査の実施までであった。こ

の乗船検査の権限は、関係国の主張が対立す

る中で両者の妥協策として規定に盛り込まれ

たものであり、「主として海運国の提案の形

で現れ」たといわれている 70。ロンドン会議

においては、寄港国の司法管轄権を導入しよ

うとする米国、カナダ、オランダ等の提案に
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対して、海運国（英国、ギリシャ、フィンラ

ンド）および社会主義国（ソ連、ポーランド）

が抵抗するという構図がみられたことに照ら

すと、寄港国のとりうる強制措置を制限しよ

うと試みた海運国でさえ、寄港国が乗船検査

を実施することに関しては、あまり問題視し

ていなかったように思われる 71。

　このような形で寄港国の乗船検査を認める

傾向は、UNCLOS 第 218 条の起草過程、す

なわち拡大海底平和利用委員会および第 3 次

国連海洋法会議における議論の中にも確認で

きる。先に UNCLOS の採択条文をみると、

第 218 条 1 項はまず、船舶が自国の港または

沖合の係留施設に任意にとどまる場合におい

て、「権限のある国際機関又は一般的な外交

会議を通じて定められる適用のある国際的な

規則及び基準に違反する当該船舶からの排出

であって、当該国の内水、領海又は排他的経

済水域の外で生じたもの」について調査を行

う寄港国の権限を認める。同項はさらに続け

て、証拠により正当化される場合には、寄港

国は手続（proceedings）を開始することが

できると定める。すなわち、第 218 条では乗

船検査の実施と処罰手続の開始という 2 種類

の寄港国の権限が規定されているといえる。

　ここで起草過程での議論を辿ると 72、た

とえば米国やオランダが 1973 年の拡大海底

平和利用委員会において提出した提案は、

MARPOL 条約に関するロンドン会議での提

案と同様に、寄港国による処罰手続を認めよ

うとするものであった 73。これに対し、1974

年の第 3 次国連海洋法会議第 2 会期における

西ドイツ提案では、公海上での排出について

処罰権限を有するのは旗国とされている（第

2 条 3 項）74。しかしながら、寄港国による処

罰手続については慎重な姿勢を見せた西ドイ

ツも、合理的な理由のある場合に検査を行

う寄港国の権限を認めていた（第 2 条 2 項）。

1975 年の第 3 会期に 9 ヶ国（ベルギー、ブ

ルガリア、デンマーク、東ドイツ、西ドイツ、

ギリシャ、オランダ、ポーランド、イギリス）

が共同で提出した提案もまた、自国の港また

は沖合の係留施設に任意にとどまる外国船舶

が排出違反を行ったと信じるに足る合理的な

理由があれば、その違反場所にかかわらず、

寄港国は調査を行うことができるとする規定

を含んでいる（第 3 条 9 項）75。この提案を行っ

た 9 ヶ国の中に、ポーランドやイギリス、ギ

リシャという、ロンドン会議において寄港国

の権限を抑制する立場をとっていた国々が含

まれているという点には留意するべきであろ

う。特に、ギリシャは前年の第 2 会期中、原

則として寄港国の検査対象を証書の確認のみ

に留めるという旨の提案を行っていたが 76、

9 ヶ国提案の提出時には、非継続的行為であ

る排出にまで検査対象を広げることに反対し

ていなかったと考えられる。その後、乗船検

査に関する規定ぶりは、第 3 会期末に作成さ

れた非公式単一交渉草案では寄港国の義務を

定めるものとなり（第 27 条 1 項）77、翌年第

4 会期の改定単一交渉草案において再び寄港

国の権利規定に戻るなど（第 28 条 1 項）78、

ある程度の変遷を遂げる。しかしながら、寄

港国の処罰権限につき、交渉国間でなかなか
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見解が一致しなかったことに比べると 79、域

外での外国船舶の排出に対する寄港国の検査

権限それ自体は、処罰手続がいずれの国に委

ねられるかに関わらず、ほぼ一貫して認めら

れていたといえる 80。それどころか、第 4 会

期の改定単一交渉草案以降は、それまで寄港

国の検査権限に付されていた行使の要件、す

なわち排出違反があったと信じるに足る合理

的な理由の有無にかかる文章が削除された。

このため、少なくとも規定上では、寄港国は

何の要件にも拘束されることなく乗船検査を

行うことができると解されるようになったと

いえよう 81。

　その背景的要因としては、第 1 に、海洋汚

染の深刻化に対し、海洋環境を保護するため

には旗国主義に基づく規制だけでは不十分で

あるという認識が国際社会で共有されるよう

になっていたこと、第 2 に、上記の目的を達

成する手段として寄港国による乗船検査が有

効かつ妥当であると考えられていたことが挙

げられよう。まず、旗国にとって、自国から

遠く離れた海域での自国船舶の行為に対して

十分な規制を及ぼすことは現実的に困難であ

り、さらにその旗国が船舶との間に「真正な

連関」を有さない、いわゆる便宜置籍国であ

る場合には、そもそも旗国による規制自体を

期待することができない 82。それゆえ、旗国

以外の国による船舶の規制が重要となるが、

最終的にいずれの国が処罰を行うにせよ、基

本的に入手が困難とされる船舶起因汚染の証

拠を確保するという観点から乗船検査が必要

になる 83。そして、港ではなく海上で乗船検

査を行う場合、航行の自由に対する直接的な

侵害が法的に生じうるのみならず、天候や

地形次第では現実的な危険が船舶に及びう

る 84。この点、港内における乗船検査は、安

全面でも航行への負担という面でも、また検

査を行う側の費用面でも、海上での検査より

好ましい態様であるとされる 85。旗国以外の

国が排出規制を行う必要性と、海上での航行

自由を保障する必要性に鑑み、両者のバラン

スをとりうる妥当な措置として寄港国による

乗船検査が認められてきたといえよう 86。ま

た、乗船検査によって外国船舶の有する航行

の利益が侵害されることを防ぐため、各条

約上にセーフガードが規定されてきたこと

も 87、乗船検査の合理性を担保することにつ

ながったといえるのではないだろうか。国家

実行としても、船舶からの排出に対する寄港

国の乗船検査は、「1982 年の寄港国管理に関

する了解のパリ覚書（パリ MOU）」など地

域的な了解覚書（MOU）を通じてヨーロッ

パ中心に実施されてきたといわれている 88。

　ただし、MARPOL 条約や UNCLOS の非

締約国船舶が寄港国の域外で行った排出違

反に対し、寄港国が乗船検査を実施する場

合には、排出という行為の非継続性ゆえに、

その管轄権行使を理論的に正当化する根拠

について問題は残りうる。前述のとおり、

MARPOL 条約第 5 条 4 項は NMFT 条項で

あり、非締約国船舶に対する条約規定の準

用を認める。UNCLOS 第 227 条もまた、第

218 条を含む第 12 部の規定に基づく権利の

行使および義務の履行にあたって「他の国
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の船舶に対して法律上又は事実上の差別を

行ってはならない」と定めており、非締約国

船舶にも同等の規制を行うことを求める規定

であると解される 89。しかしながら排出は非

継続的行為であるため、継続的行為の場合の

ように、違反状態が域内でも継続していると

いう説明は為しえない 90。それゆえ、国際基

準の違反につき、寄港国が非締約国船舶に対

しても乗船検査のような強制措置をとること

ができるというためには、そのような一般慣

行が確立していることを論証する必要がある

と指摘する論者もいる 91。本稿はそうした一

般慣行の確立について論じることを意図する

ものではないが、第 218 条の規定する内容

を UNCLOS の非締約国船舶に対して適用す

ることを考える上で、2005 年の「船舶から

の排出および違反に対する罰則 (penalty) に

関する EU 指令」（EU 指令 2005/35/EC）が

重要なステップになりうるといわれている点

には留意しておきたい 92。EU 指令 2005/35/

EC は、公海上で行われたものを含む船舶か

らの排出につき（第 3 条 1 項）、港内におい

て適切な検査を行う EU 加盟国の義務を定め

ている（第 6 条 1 項）。そして当該指令は、

旗国が何であるかにかかわらず、MARPOL

条約に反する汚染物質のあらゆる船舶からの

排出に対して適用される（第 3 条 2 項）。EU

加盟国が行う乗船検査の対象に EU 非加盟国

の船舶が含まれうるというのは、1 つの実行

の例として重要であるように思われる。

３．漁業

　第 1 章で確認したとおり、域外での漁業は

非継続的行為に分類される。漁業分野におい

ては、航行や海洋環境保護の分野とは異なり、

乗船検査を行う寄港国の権利をめぐって、沿

岸国と遠洋漁業国の間で見解の相違が生じた

という点に特徴を見出すことができる。それ

が明白に表れたのは、FSA 第 23 条の起草過

程であった 93。先に第 23 条の規定ぶりをみ

ていくと、まず第 1 項は、「寄港国は、国際

法に従って、小地域的、地域的又は世界的な

保存管理措置の実効性を促進するための措置

をとる権利及び義務を有する」と規定する。

そして、続く第 2 項では、「寄港国は、漁船

が自国の港又は沖合の係留施設に任意にとど

まる場合には、特に、当該漁船上の書類、漁

具、漁獲物を検査することができる」と定め、

港内の船舶に対して乗船検査を行う寄港国の

権利を明示的に認めている。これらの起草過

程の議論では、乗船検査に関する寄港国の権

利が一般国際法として確立しているかどうか

をめぐり、関係国間で意見が対立した 94。ま

ず、米国やラテンアメリカ諸国、南太平洋諸

国等は、国家の主権の及ぶ内水に港があるこ

とを強調し、一般国際法上、寄港国は入港し

ている外国船舶に対して広範な権限を行使す

ることがすでに認められており、乗船検査を

行う権利もその中に含まれているという趣旨

の主張を行ったとされる。これに対し、その

ような寄港国の権利は一般国際法としては認

められていないとするのが日本や韓国など遠

洋漁業国の立場であったという。

　議論の中心となった 1994 年の議長草案を
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みると、乗船検査に関しては、主に次のよう

に規定されていた 95。第 1 に、寄港国は自国

の港および沖合の係留施設に漁船が任意でと

どまる場合には、特に、漁船上の書類および

漁獲物を検査することができる。第 2 に、寄

港国はまた、旗国の要請により当該検査を行

うことができる。そして第 3 に、当該漁船

が RFMO の保存管理措置に違反もしくはそ

れを侵害した、あるいは許可なく公海漁業を

行ったと信じるに足りる合理的な根拠が検査

によって明らかになった場合には、寄港国は

旗国に通報しなければならない。その後、通

報の義務や旗国からの要請にかかる規定が削

除されるなどの経緯を経て 96、上記の採択条

文に至ったが、その過程では遠洋漁業国側が

以下のような考え方を示していた。

　UNCLOS は寄港国による取締りを海洋環

境保護の分野でのみ認めており（第 218 条）、

FSA が UNCLOS の実施協定である以上、

UNCLOS の枠組みを超える規定を設けるべ

きではない 97。特に、UNCLOS 上の寄港国

管轄権は国際的に合意された基準等に違反す

る船舶からの排出を対象とするものである

が、公海漁業の分野においてそのような基準

は存在しない 98。それゆえ、UNCLOS の定

める寄港国に関する規定を漁業分野にそのま

ま「移植」することはできない 99。また、公

海上での行為について、寄港国は原則として

国内法を適用することが認められておらず、

港内にある外国船舶の公海上での漁獲行為に

ついて寄港国が取締りを行う場合には、旗国

による同意を要する 100。この点に関しては、

「各国は、保存管理措置の効果を促進するた

めに、国際法及び地域合意に従って、適当な

場合、寄港国が外国漁船を検査できる手続き

を合意する」、および「寄港国は、旗国の要

請により検査できる」という、旗国の同意が

あることを乗船検査の前提とする修正提案が

日本政府によって提出されていたことに留意

しておきたい 101。

　結局、第 23 条の交渉においては、外国船

舶を抑留する寄港国の権利に関する規定を削

除する代わりに乗船検査の規定が残されるこ

とになった 102。ただし、日本政府の代表を

務めた香川によれば、「寄港国による検査に

ついては、検査対象が国連協定の加盟国の船

舶に限定され、国連協定の非加盟国の漁船ま

で対象としていないことが確認されたため、

これを受け入れることとした」という 103。

他方で、英国政府の代表として交渉に参加し

た Anderson は、自国の港に対する主権の一

部として乗船検査を行う寄港国の権利が存在

するという立場をとり、FSA が国家実行に

影響を与えていることを指摘するとともに、

特筆すべき実行として、1997 年 9 月に北西

大西洋漁業機関（NAFO）が採択した「保存

および実施措置の非加盟国による遵守を促進

するためのスキーム」を挙げる104。このスキー

ムの下では、NAFO の規制区域において漁

業に従事していることが目撃された非加盟国

船舶は、その後 NAFO 加盟国の港に入港し

た場合、加盟国の検査官によって漁獲物を検

査されることになる105。すなわち、当該スキー

ムにおいては、NAFO 非加盟国の船舶に対
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し、寄港国（NAFO 加盟国）が一方的に乗

船検査を行うことができるという考え方がと

られているといえる。

　公海上での外国船舶の漁獲行為に対して乗

船検査を行う寄港国の権利が一般国際法上に

確立しているのかどうかにつき、当時、少な

くとも漁業分野において統一的な認識が醸成

されていなかったことは、FSA の 2 年前に

採択された、公海漁業措置遵守協定（コンプ

ライアンス協定）の規定ぶりからも窺われ

る 106 。同協定は第 5 条 2 項において寄港国

のとりうる措置について定めているが、そも

そも寄港国は旗国による取締りを補助するも

のとして位置づけられており、自国の港に対

する寄港国の主権自体が明文で規定されてい

ないことにはあらかじめ留意しておく 107。

　第 5 条 2 項は、まず前段において寄港国の

義務を規定するが、「当該漁船が保存及び管

理のための国際的な措置の実効性を損なう

活動に使用されたと信ずるに足る合理的な

理由」を寄港国が有する場合でさえ、「旗国

に対して速やかに通報を行う」ことを義務

づけるだけに留まっている。さらに後段で

は、寄港国による漁船の検査について言及が

あるものの、「関係する締約国の間において

は、漁船がこの協定の規定に違反して使用さ

れた事実の有無を明らかにする上で必要な調

査（investigatory measures）に関し、寄港

国がこれを行うことについて取極を行うこと

ができる」としか定めていない。このような

規定ぶりは、仮にある船舶が RFMO の保存

管理措置を侵害し、当該船舶の旗国と寄港国

のいずれもその RFMO に加盟していたとし

ても、寄港国の検査について旗国が同意して

いないかぎり、寄港国は外国船舶を検査でき

ないということを示唆しているという指摘が

ある 108。コンプライアンス協定が締結され

たのは 1993 年 11 月であり、FSA の起草お

よび交渉のための国連会議が初めて開催され

たのと同年でもあった。このことは、少なく

とも FSA の起草時期において、公海上での

外国船舶の行為につき、寄港国は一般国際法

上の権利として乗船検査を行いうるという法

的認識が公海漁業の分野では共有されていな

かったことを裏付けているように思われる。

Ⅲ　漁業分野における近年の展開

１．地域レベル－乗船検査制度の浸透

　FSA が採択された 1995 年の時点では、乗

船検査を行う寄港国の権利につき、沿岸国と

遠洋漁業国の間に一致した見解があったとは

言いがたい。他方で、漁業分野における寄港

国措置は FSA を転換期として、その後大き

く発展したといわれている 109。上述のとお

り、NAFO は 1997 年に非加盟国船舶を対象

に、加盟国が港内で乗船検査を行うことを

決定した 110。同年、南極海洋生物資源保存

委員会（CCAMLR）も非加盟国による保存

管理措置の遵守促進スキームを採択し、非

加盟国船舶に対する乗船検査制度を導入し

た 111。さらに翌 1998 年には、NAFO およ

び CCAMLR による上記の措置を踏襲するか

たちで 112、大西洋まぐろ類保存国際委員会

（ICCAT）が「重大な侵害を行ったと認定さ
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れた非加盟国船舶の陸揚げと転載の禁止に関

する勧告」を採択している113。いずれのスキー

ムないし勧告も、それぞれの規制区域内で漁

業を行う非加盟国船舶の活動を規制すること

を目的としているという点では一致してい

る 114。FSA の採択後まもなく、一部の地域

では検査の実施について旗国の同意が存在し

ない RFMO 非加盟国の船舶に対し、RFMO

加盟国により寄港国管轄権が一方的に行使で

きる仕組みが設けられていたことは注目に値

する 115。

　その背景にあるのは、漁業資源の枯渇に対

する危機感と、それに対処しようとする世界

的な機運の高まりであるといえよう。食糧危

機および海洋生物資源の保存に関する問題

は UNCLOS の成立以前から海洋法における

主要課題の 1 つとして認識されていたもの

の 116、第 2 次世界大戦後、急速かつ着実に

増加していた世界の海面漁業生産が 1989 年

をピークに下降に転じはじめたことにより、

1990 年代においては、この問題に取り組む

ために数多くの国際文書が採択された 117。

FSA やコンプライアンス協定もまた、当時

の国際社会におけるこのような潮流の中で形

成されたものと位置づけられている。しかし

ながら、規制の強化に伴い漁業資源の価値

が上昇したために、上記のような RFMO 非

加盟国や、加盟国であっても自国船舶に対

する管理の不十分な国の船舶による漁獲が

同時期に増加しはじめた 118。このため、違

法（Illegal）・無報告（Unreported）・無規制

（Unregulated）漁業という、いわゆる IUU

漁業への対策が国際社会の急務となったとい

われている 119。このうち、RFMO の規制区

域での非加盟国船舶の漁業活動は、一般的

に無規制漁業として理解される 120。そして、

寄港国措置はこのような IUU 漁業を規制す

るための有効な手段の 1 つとして捉えられて

いたのである 121。

　RFMO の設ける寄港国制度の特徴は、お

およそ次のように整理される。まず、RFMO

の規制区域内で操業する非加盟国船舶は、

当該 RFMO の保存管理措置の実効性を損

なうものと推定される。次に、当該船舶が

RFMO 加盟国の港に入港した場合、加盟国

は乗船検査を実施しなければならず、その

あいだ当該船舶が漁獲物の陸揚げや転載を

行うことは禁じられる。その後、検査によっ

て RFMO の保存管理措置の対象魚種が船内

で発見されれば、RFMO の保存管理措置に

従って漁獲したという反証を非加盟国船舶

が行わないかぎり、その漁獲物はすべての

RFMO 加盟国の港において陸揚げや転載を

禁じられる。したがって、たとえ非加盟国船

舶が公海自由の下で漁業活動を行ったとして

も、その公海が RFMO の規制区域として指

定されている場合には、そこで得られた漁獲

物は RFMO 加盟国の市場から一律に締め出

されてしまうため、非加盟国船舶には実質

的な不利益が生じるのである 122。NAFO や

CCAMLR、ICCAT のスキームないし勧告

も、まさに上記の制度を設けようとするもの

であった。第 1 章で確認したように、陸揚げ

や転載の禁止といった強制措置は、外国船舶
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が入港の権利を有しないために、寄港国が自

らの領域性に基づき当然にとることができる

と解される措置である。この点に鑑みると、

RFMO の寄港国制度において、乗船検査は

加盟国の港内で陸揚げや転載の禁止を効果的

に行うために必要な手続の一環として捉えら

れているように見える。

　2001 年 3 月に FAO で採択された IUU 漁

業行動計画（IPOA-IUU）もまた、パラグ

ラフ 52 から 64 において、寄港国措置に関

する詳細な規定を置いている 123。また、翌

2002 年から FAO により準備作業が進めら

れ、2005 年には「寄港国措置に関する FAO

モデル・スキーム」が採択された。このモデ

ル・スキームはIPOA-IUUに基礎を置きつつ、

寄港国の役割や寄港国措置の実施におけるガ

イドラインを定めている 124。IPOA-IUU と

モデル・スキームはいずれも非拘束的文書で

あるものの、その後、国連において法的拘束

力のある協定の作成に向けた動きが活発化し

た。その結果 2009 年に採択されるに至った

PSMA については次節で述べるが、ここで

注目するべきは、これらの国際文書の作成お

よび採択と並行して、多くの RFMO が寄港

国措置を導入あるいは改正したこと、そして

それらの措置には乗船検査が含まれており、

非加盟国の船舶が検査の射程に収められてい

ることであろう。

　たとえば、南東大西洋漁業機関（SEAFO）

が 2007 年に改正した寄港国措置においては、

SEAFO の規制区域で漁業活動を行い、かつ

寄港しているすべての漁船につき、加盟国は

寄港国管理に関する実効的な制度を維持す

る義務を負うとともに、港内の漁船に対す

る検査の実施を確保することが定められて

いる 125。その 2 年前に SEAFO が暫定的に

寄港国措置を導入した際、加盟国に求められ

ていたのは、港内の「自国または非加盟国の

漁船より（than）、他の加盟国の旗を掲げる

権利を付与された漁船に対する寄港国管理の

実効的な制度を維持する」ことであった 126。

この規定が 2007 年に改正され、寄港国制度

の対象が「寄港している、かつ SEAFO の規

制区域で漁業活動を行ったすべての漁船」と

されたことで、自国漁船および非加盟国漁船

と他の加盟国漁船との間に設けられていた優

先順位がなくなり、漁船の船籍にかかわらず

寄港国措置が等しくとられるようになったと

考えられる。

　中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）

の設立条約である中西部太平洋まぐろ類保存

条約（2004 年）は、第 27 条 1 項の前段で「寄

港国は、国際法に従って、小地域的、地域的

及び世界的な保存管理措置の実効性を促進す

るための措置をとる権利及び義務を有する」

と定め、2 項において乗船検査を行う権利を

規定している。しかし、少なくとも文言上で

は「委員会の構成国の漁船が委員会の他の構

成国の港又は沖合の係留施設に任意に入る場

合」（第 27 条 2 項）以外については具体的に

言及されていない。その後、数年に及ぶ議論

を経て 2017 年 12 月に新たに設けられた寄港

国措置は 127、「IUU 漁業に従事し又はこれを

補助する漁業関連活動を行った漁船に関して
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寄港国検査が実施されるよう加盟国に要請す

るためのプロセスと手続を確立すること」を

目的とするものである（パラグラフ 1）128。

その上で、パラグラフ 8 は寄港国として乗船

検査を行う加盟国の義務を規定する。すなわ

ち、当該措置は IUU 漁業に対する乗船検査

の実施を寄港国である締約国に義務づけるも

のであり、また当該措置における IUU 漁業

という語の定義は IPOA-IUU に準拠してい

る 129。したがって、乗船検査の対象という

軸で見るならば、新たな寄港国措置のもとで

は加盟国船舶による違法ないし無報告漁業の

みならず、非加盟国船舶による規制区域での

漁業を含む無規制漁業もその射程に収められ

ているといえる。なお、全米熱帯まぐろ類委

員会（IATTC）においても WCPFC と同じ

く寄港国措置の導入に関する議論が繰り返さ

れてきたが、未だに採択には至っていない。

しかしながら、2015 年の第 89 回会合におい

て、EU が提出した寄港国による乗船検査の

最低基準に関する提案に対し、複数国が反対

した理由はあくまでも寄港国措置の実施のた

めに追加的な経済援助を要するというもので

あり、FSA の起草過程で遠洋漁業国が述べ

たような法的な主張ではなかったことには留

意する必要がある 130。

２． 一般レベル－ IUU 漁業寄港国措置協定

　の採択・発効

　⑴　乗船検査の関連規定

　本節では、一般レベルでの漁業取締まり制

度における乗船検査の位置づけをみるため

に、PSMA の関連規定とその国内実施に焦

点を当てる 131。PSMA は 2009 年 11 月 22 日

に採択され、2016 年 6 月 5 日に発効に至っ

た 132。今日では発効のために必要な 25 ヶ国

という数を超えて、55 ヶ国が協定に加盟し

ている 133。本協定の目的は、効果的な寄港

国の措置の実施を通じて、IUU 漁業を防止

し、抑止し、及び排除するとともに、これに

より海洋生物資源及び海洋生態系の長期的な

保存及び持続可能な利用を確保することにあ

る（第 2 条）。また、第 3 条 1 項は「自国の

港に入ることを希望し、又は自国の港にある

船舶であって自国の旗を掲げる権利を有しな

い」船舶に対し、締約国が寄港国としての資

格において協定を一律に適用することを定め

ている。この規定を読むかぎり、PSMA は

締約国である寄港国が非締約国の船舶を含む

あらゆる船舶について協定上の措置をとるこ

とを排除していないと考えられる134。ただし、

その際に寄港国である締約国には、公正で透

明性のある、かつ差別的でない態様で、国際

法に反することなく PSMA を適用すること

や（第 3 条 4 項）、協定上の義務を誠実に履

行し、また協定により認められる権利を濫用

しないことが求められる（第 4 条 5 項）。

　本稿の問題意識との関係で重要になるの

は、乗船検査に関する第 4 部（第 12 条～第

19 条）である。PSMA 第 12 条 1 項は、「こ

の協定の目的を達成する上で十分な年間の検

査水準に達するために必要とされる数の自国

の港にある船舶を検査する」ことを寄港国

に義務づけている。他方で、検査の実施能
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力（capacity）は国ごとに異なるため、港内

の船舶をどの程度の割合で検査するかという

点に関しては、原則として寄港国の裁量に委

ねられる 135。ここで生じうるのは、第 12 条

1 項の下で寄港国が乗船検査の義務を履行す

るとき、検査対象とする外国船舶は、事前の

取極などにより旗国の同意のある船舶に限定

されるのか、という問題である。すなわち、

FSA 第 23 条 2 項の起草過程における議論や

コンプライアンス協定第 5 条 2 項の解釈を念

頭に、寄港国の検査権限を制限的に解するな

ら、寄港国が乗船検査を行う際には、条約な

ど事前の取極により、寄港国との間に明示的

な同意のある旗国の船舶のみを対象とするこ

とになる。反対に、寄港国の権限について広

く解するのであれば、寄港国は PSMA 非締

約国のような特段の取極のない旗国の船舶を

含む、あらゆる外国船舶を射程に収めた上で、

第 12 条 1 項のもと乗船検査を適宜実施する

ことが求められる。

　この点について起草過程を確認すると、草

案第 12 条 2 項 ⒠ では、乗船検査の実施にあ

たり、「船舶の旗国との適当な取極に従って」

検査に参加するよう旗国を招聘することが寄

港国に義務づけられていた 136。同項の規定

ぶりは一見、寄港国と旗国との間で乗船検査

に関する取極が交わされていることを前提と

しているようにも読める。というのも、前述

のとおり、コンプライアンス協定第 5 条 2 項

は、旗国との間に取極がある場合にのみ、寄

港国は当該旗国の船舶について検査を行うこ

とができると解されるものであった 137。し

かしながら、2009 年の採択条文では、「船舶

の旗国との間に適当な取極がある場合には」

検査に参加するよう当該旗国を招請するとい

う規定ぶりに修正されている（第 13 条 2 項

⒠）。この修正によって、採択条文は上記の

ような解釈を行う余地を排除し、PSMA に

おける乗船検査の制度内容をより明確化した

といえよう。すなわち、第 13 条 2 項 ⒠ はま

さに「船舶の旗国との間に適当な取極がある

場合」に生じる追加的な権利義務を規定する

ものであって 138、外国船舶に対する寄港国

の乗船検査においてそのような取極が常に存

在すると考えられているわけではなく、むし

ろ取極の為されていない場合もありうること

が文言上で示唆されているといえる。それゆ

え、仮に旗国との間に取極があれば、当該旗

国を検査に招聘するという寄港国の義務が

第 13 条 2 項 ⒠ の下で別途発生するものの、

第 12 条 1 項の定める検査の義務それ自体は、

旗国との取極の有無に関わりなく寄港国に課

されていると捉えるのが自然であるように思

われる。

　むろん、第 12 条は締約国である寄港国に

義務を課すものであり、乗船検査を行う寄港

国の権限について定める FSA 第 23 条 2 項

とは性質が異なっている。しかしながら、第

12 条 1 項の条文上、寄港国が自国港内の外

国船舶に対して乗船検査を行う権利を有する

ことは当然に認められているかのようでもあ

る 139。たとえば、第 4 条 1 項 ⒝ は、協定上

で定められている寄港国の措置よりも厳しい

措置を採用する権利を含む「締約国による国
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際法に基づいた自国の領域内の港における

主権の行使」について、「特に、この協定の

いかなる規定も（中略）影響を及ぼすものと

解してはならない」と定める。同項における

「寄港国措置」の定義こそ明らかでないもの

の 140 、一般的に寄港国による乗船検査が寄

港国措置として捉えられていることに鑑みる

と、第 12 条の定める乗船検査の実施は「自

国の領域内の港における主権の行使」の中に

位置づけられているとも考えられる 141。

　なお、締約国は検査の実施にあたり、「最

低限度の基準として自国の検査官が附属書 B

に定める任務を遂行することを確保する」義

務を負うだけでなく（第 13 条 1 項）、「支障

及び不便（船内における検査官の不必要な立

会いを含む）を最小にして船舶の活動を不当

に遅延させることを避けるため、並びに船内

の魚類の品質に悪影響を与えるような行動を

避けるため、あらゆる可能な努力を払う」な

ど（第 13 条 2 項 ⒡）、検査対象となる漁船

が被る不利益についても考慮することが求め

られる。こうした規定は乗船検査の実施に対

するセーフガードであると考えられる。とり

わけ同項は、排出分野でみられたような不当

な遅延を避けるという規定だけにとどまら

ず、乗船検査が漁獲物の品質に与えうる影響

についてまで明示的に言及している。これは、

漁獲物の鮮度が漁船の利益に密接に関係する

がゆえの、漁業分野の特徴であるように思わ

れる。

　⑵　国家実行

　PSMA を履行するための国内法を採択し

ている締約国の例としては、米国、カナダ、

EU 142、そして日本が挙げられる 143。特に

EU 規制 1005/2008 は、EU 非加盟国の船舶

に対する乗船検査について明文で規定して

いるという特徴を有する 144。他方で、日本

は 1995 年の FSA 採択時点では、旗国の同

意なく寄港国が乗船検査を実施することに反

対する立場を示していた。そこで、本稿では

PSMA に関する国家実行を検討するにあた

り、EU と日本の事例をそれぞれ取り上げる。

　　⒜　欧州連合

　EU 規則 1005/2008 の目的は、IUU 漁業を

防止、抑止および廃絶するための制度を設け

ることにある（第 1 条 1 項）。当該目的のた

め、EU 各加盟国は共同体法に従い、制度の

実効性を確保するために適当な措置をとる

（第 1 条 2 項）。その制度は、公海および EU

非加盟国の主権ないし管轄権下にある海域

で行われる IUU 漁業とそれを補助する活動

にまで適用される（第 1 条 3 項）145。そして、

EU 規則 1005/2008 第 2 章（第 4 条～第 11 条）

は EU 加盟国の港における非加盟国漁船の乗

船検査について定めている。まず第 4 条 1 項

は、IUU 漁業の防止等のため、EU 加盟国の

港内にある非加盟国漁船を対象とする実効的

な検査スキームが維持されなければならない

旨を規定する。EU 加盟国の港へのアクセス

や港内サービスの享受、また港内において陸

揚げないし転載を行うことは、非加盟国漁船

に対しては原則として禁じられる（第 4 条 2
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項）146。第 6 条 1 項によれば、指定された港

または陸揚げ設備の使用を希望する場合、非

加盟国漁船の船長ないし代表者は、EU 加盟

国の権限のある当局に対して事前に通知し、

同項に列挙されている具体的な情報を提供し

なければならない。また、漁船が水産物を載

せている場合には、上記の通知を行う際に有

効な漁獲証明書を添付している必要がある

（第 6 条 2 項）。その上で、EU 加盟国は非加

盟国による陸揚げおよび転載の少なくとも 5

パーセントにつき、指定された港で毎年検査

を行い（第 9 条 1 項）、非加盟国漁船によっ

て提示された上記の情報が正しいかどうかを

検証する責任を負うのである 147。

　なお、第 9 条 1 項は義務規定であり、乗船

検査を行う寄港国の権利については何ら言及

されていない。しかしながら、EU は PSMA

の起草過程において、IUU 漁業またはそれ

を補助する活動を行った疑いのある漁船は、

制度的な乗船検査に従うという条件のもと、

締約国の港に入港することが認められうる

という立場を表明している 148。したがって、

EU 規制における乗船検査に関しては、旗国

の同意があるかどうかに関わりなく、EU 加

盟国が寄港国としての権限に基づき実施して

いると考えられる 149。なお、第 9 条 2 項に

よれば、EU が加盟している RFMO の規制

水域内で漁獲活動を行っていることが視認さ

れた漁船や、RFMO の採択する IUU 漁業リ

ストに載せられている漁船などはかならず乗

船検査を受けなければならない。同項におけ

る検査の実施基準は、あくまでも港内の漁船

が上記の条件に該当するかどうかという客観

的事実に依拠しているように思われる。

　　⒝　日本

　日本は 2017 年 5 月に PSMA を批准した。

国内における担保法は「外国人漁業の規制

に関する法律」（外規法）である 150。同法は

1967 年に採択され、その後も改正が重ねら

れている。特に 2014 年の改正においては、

港内での立入検査に関する第 6 条の 2 が追加

されることとなった。第 6 条の 2 はその 1 項

において、「漁業監督官又は漁業監督吏員は、

この法律を施行するため必要があると認める

ときは、漁場、船舶、事業場、事務所、倉庫

等に立ち入り、その状況若しくは帳簿書類そ

の他の物件を検査し、又は関係者に対し質問

をすることができる」と規定する。そして外

規法の趣旨は、外国人が日本の港その他の水

域を使用して行なう漁業活動の増大により、

日本の「漁業の正常な秩序の維持に支障を生

ずるおそれがある事態に対処して、外国人が

漁業に関してする当該水域の使用の規制につ

いて必要な措置を定める」ことにある（第 1

条）。「当該水域」の中に港が含まれているこ

とに鑑みると、これらの規定は、港内にある

外国漁船に対し、日本の漁業監督官等が乗船

検査を一方的に行いうることを認めているよ

うに読める。

　他方で、FSA の交渉時に日本政府代表が

示したような、乗船検査の対象は旗国による

同意のある漁船に限られるという立場がその

後変更されたのか、あるいは維持されている
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のかどうかについては、条文上では明らかで

ない。FSA 第 23 条の採択時における国内担

保法をみると、当時は外規法上に明文規定が

存在しなかったため、港内で検査を行う場合

には、漁業法第 74 条が根拠規定になると考

えられていた 151。漁業法第 74 条 3 項は、「漁

業監督官又は漁業監督吏員は、必要があると

認めるときは、漁場、船舶、事業場、事務所、

倉庫等に臨んでその状況若しくは帳簿書類そ

の他の物件を検査し、又は関係者に対し質問

をすることができる」と定めている。同項と

外規法第 6 条の 2 と比較すると、「必要があ

ると認めるとき」の前に「この法律を施行す

るため」という文言が新たに挿入され、また

「臨んで」が「立ち入り」に置き換えられて

いることのほか、取り立てて大きな違いはみ

られない。

　上記の不明確さを明らかにする上では、現

在の国内法制度とその運用状況について検討

する必要があるように思われる。まず、外国

漁船が日本の港に対して入港を希望する場合

には、原則として農林水産大臣の許可を得な

ければならない（外規法第 4 条 1 項）。この

とき、外国船舶が申請書に記載し提供する情

報に基づき（外規法施行規則第 3 条）、農林

水産大臣は当該船舶が IUU 漁業等に従事す

るものであるかどうかを判断する 152。また、

例外的に許可を得る必要のない場合であって

も、「特定漁獲物等」の陸揚げや転載を目的

とする外国漁船については、入港させること

が禁じられる（外規法第 4 条の 2）153。ここ

でいう「特定漁獲物等」とは、日本の加盟す

る RFMO 等により、日本が自国の「港への

寄港の禁止その他の必要な措置を講ずること

が必要である旨が決定された船舶であつて、

その活動によつて水産資源の適切な保存及び

管理に支障が生じ、又は生ずるおそれがある

ものとして農林水産大臣の指定するものが積

載した漁獲物等（当該船舶から他の船舶に転

載されたものを含む）」を指す（外規法施行

令第 3 条）。すなわち、日本の港内にある外

国漁船は、基本的に IUU 漁業等に関連する

ものではないと判断され、入港が認められて

いるということになる。

　そのような外国漁船に対して、港内での乗

船検査は実施される。日本では PSMA 批准

を機に、協定第 12 条の義務を履行するため、

2017 年 11 月以降、港内に係留中の外国漁船

に対する乗船検査が制度として実際に行われ

るようになった 154。水産庁によれば、乗船

検査の対象となる船舶は「年間に寄港する全

ての外国漁船」であり、IUU 漁業関連の情

報のない船舶であっても検査の対象に含まれ

るという 155。そして、対象とされている船

舶の一部が直接検査を受けることになる 156。

こうした実施状況に鑑みると、実務上では旗

国による同意の有無に関わりなく、港内にあ

る外国漁船であれば乗船検査を行うことがで

きるというアプローチが採用されているよう

に思われる。

　なお、日本も加盟する NAFO 等では、上

述のとおり非加盟国船舶を対象に、乗船検

査をはじめとする寄港国措置がとられてき

た。たとえば、2017 年に採択された最新
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の NAFO 保存執行措置（Conservation and 

Enforcement Measures）の中でも、第 51 条

が非加盟国船舶の入港と乗船検査について定

めている 157。このうち同条 2 項 ⒡ は、非加

盟国船舶の入港が許可された場合、正式に権

限のある職員により、当該船舶に対する乗船

検査が行われることを確保するよう加盟国に

義務づけるものである。このような法的拘束

力のある決定も日本国内では外規法により担

保されることになるが、重要なのは、NAFO

非加盟国の漁船に対する乗船検査が義務づけ

られる措置の採択について、日本が同意して

いるという点であろう 158。第 2 章で確認し

たとおり、FSA 第 23 条 2 項の採択に際して

日本が重視していたのは、乗船検査の対象に

FSA の非加盟国漁船は含まれないという点

であった。これに対し、上記の NAFO 保存

執行措置は、そもそも NAFO という枠組の

外にいる非加盟国漁船を検査対象とするもの

である。このような実行も併せて考えると、

少なくとも近年においては、自国の港内にあ

る外国漁船であれば、いかなる船籍を有する

船舶であろうと、寄港国は乗船検査を行うこ

とができるとする見方が日本でもとられてい

るといえるのではないだろうか。

結びにかえて

　近年、IUU 漁業の防止、抑止および排除

に向けて世界的な機運が高まる中で、寄港国

による乗船検査は、入港拒否や漁獲物の陸

揚げ禁止のような寄港国の主権に基づく措

置をとるための前段階として重視されてい

る。しかし 1990 年代、とりわけ FSA 交渉

時には、乗船検査の実施について旗国の同意

があることを重視する立場が示され、関係国

の見解の相違が際立っていた。この点、船

舶の CDEM 基準や排出基準に関する分野で

は、乗船検査を行う寄港国の権利はあまり問

題視されておらず、上記の議論は漁業分野に

特有のものであったといえよう。しかしなが

ら、FSA 以降の展開をみると、地域レベル

では RFMO 非加盟国船舶に対して一方的に

乗船検査を実施する仕組みが設けられてき

た。一般レベルにおいては IUU 漁業対策と

して PSMA が採択され、日本や韓国のよう

な、かつて寄港国管轄権を制限的に解してい

た国もその締約国となった。いかなる国の船

舶をどれほど検査するかについては締約国の

裁量に委ねられているものの、旗国の同意な

しに乗船検査を実施することも協定上では排

除されていない。むろん、一方的に乗船検査

を行われた船舶の旗国が将来的に寄港国に対

して抗議する可能性は否定できず、寄港国の

一方的な乗船検査を認める一般国際法が成立

したのかどうかについては、今後実行の集積

を待ちながら慎重に検討する必要がある。し

かし、1990 年代と比べると、漁業分野にお

いてさえ、今日では乗船検査の実施にあたり

旗国の同意に重きが置かれなくなりつつある

という傾向を指摘することはできる。

　以上の検討は、寄港国管轄権とはいかなる

法概念であるのかという、冒頭で示した根本

的な問いに対して直接答えるものではない。

しかしながら、寄港国管轄権と沿岸国管轄権、
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および寄港国管轄権と旗国管轄権の関係をそ

れぞれ明確化するという観点からは、次の示

唆を得ることができよう。まず、外国船舶が

域外で行った非継続的行為について港内で管

轄権を適用し、強制措置をとる際には、沿岸

国管轄権ではなく寄港国管轄権の概念を用い

て説明が為される。中でも乗船検査のように、

外国船舶が入港の権利を有さないことから理

論的説明を直ちに導くことができず、船舶の

有する航行の利益を侵害しうる措置について

は、過去には船舶の旗国による同意の有無が

問題視されることがあった。しかし、近年の

展開に鑑みると、少なくとも乗船検査に関し

ては、寄港国による一方的な実施を認めると

いう方向性のもと、寄港国管轄権と旗国管轄

権の関係が調整されつつある。それが法的に

は何を意味するのか、またそのような調整の

背後にある要因とは何であるのかを検討し、

寄港国管轄権という法概念の明確化に取り組

むことが筆者の今後の課題である。
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Port State Inspection:
Beyond Boundary Development of Fisheries

RAITA Maiko ＊

Abstract

  Port States have sovereignty over their ports just as coastal States. However, 

when port States exercise their jurisdiction on foreign vessels for violations 

occurring beyond their internal water, territorial sea or exclusive economic zone, 

their jurisdiction is distinguished from coastal State jurisdiction, and raises questions: 

what is the relationship between port State jurisdiction and flag State jurisdiction? 

What type of enforcement measures can port States take unilaterally against foreign 

vessels in their ports? To answer these questions, this article examines the port 

State’s right of inspection on board. First, the definition of port State jurisdiction will 

be identified, focusing on the nature of foreign vessel’s violation with regards to their 

continuity into ports. Secondly, this article analyses the port State inspection regimes 

to regulate respectively ship standards, vessel discharges and illegal, unreported and 

unregulated (IUU) fishing. Even though this right to inspect without the flag State’s 

consent turned out controversial, especially as illustrated by the 1995 UN Fish 

Stocks Agreement discussion, the author will demonstrate that, in the light of recent 

development on regulation against IUU fishing, such unilateral inspection receives 

wide recognition today.


